
平成 28 年度レファレンス・サービス研修 
－法令・議会・官庁資料を中心に－  

「法令資料の特徴と検索」参考資料② 
国立国会図書館 

演習問題（例題）と解答例 

 

＜法令編＞ 

1 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）の現行の法律条文を表示させる 

2 都市計画法（同上）の制定時の法律条文を表示させる 

3 都市計画法（同上）の第一次改正（平成 10 年）が反映された時点の条文が 

収録された法令集を探す 

4 「公開緑地事業費補助金の取扱いについて（平成 14 年 6 月 10 日国都公緑第 40 号」 

を探す 

＜判例編＞ 

1 「刑集」の正式タイトルを確認する 

2 「昭和 16 年 4 月 2 日 刑集第 20 巻 7 号 211 頁」を表示させる 

3 都市計画法第 12 条の 4（地区計画等）に関する判例を表示させる 

 

＜法令編＞ 

1 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）の現行の法律条文を表示させる 

■日本法令索引（http://hourei.ndl.go.jp/）を使用して現行条文を表示させる例 

①現行の条文なので、「現行法令」メニューを選択。 

 
②法令名に「都市計画法」と入力して検索実行 をクリック。 
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③「2.都市計画法（昭和 43 年 6 月 15 日法律第 100 号）〔通称：都計法〕」の右側の「法令沿革」

をクリック。 

 

 

④【法令沿革一覧】画面において、「2.都市計画法（昭和 43 年 6 月 15 日法律第 100 号）〔通称：

都計法〕」の右側、「関連情報へのリンク」から「総務省 法令データ提供システム」を選択。 

 
 

※なお、現行条文の場合は、日本法令索引を使用せずに、e-Gov から総務省の「法令データ提供

システム」（URL：http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi）を用いて検索し、表示させることも

可能。その場合は、指定した用語を法令名（略称法令名）中に使用している法令を検索できる「法

令索引検索」メニューの検索窓に「都市計画法」と入力して検索するとよい。 

 

2 都市計画法（同上）の制定時の法律条文を表示させる 

上記 1 日本法令索引を使用する例の④【法令沿革一覧】画面において、「関連情報へのリンク」

から「衆議院 制定法律」を選択。（国立国会図書館デジタルコレクションの官報掲載条文で

も良いが、テキストの見やすさの点では衆議院がよい。） 
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3 都市計画法（同上）の第一次改正（平成 10 年）が反映された時点の条文が収録された法令集

を探す 

上記 1 の④【法令沿革一覧】画面から、第一次改正（平成 10 年）の日付およびその直後の改正

日付を確認すると、第一次改正は平成 10 年 5 月 29 日、その直後の改正日付は平成 11 年 3 月 11

日であることがわかる。このことから、平成 11 年 1 月 1 日内容現在の『六法全書』（有斐閣）平

成 11 年版に、当該条文が掲載されていると推測できる。 

（【法令沿革一覧】画面の一部） 

 
 

4 「公開緑地事業費補助金の取扱いについて（平成 14 年 6 月 10 日国都公緑第 40 号」を探す 

■リサーチ・ナビを使用する例⇒スライド pp.29-31.を参照。 

 

■e-Gov「所管の法令・告示・通達等」（http://www.e-gov.go.jp/link/ordinance.html）を使用する例 

①国土交通省「所管法令・告示・通達一覧」（http://www.mlit.go.jp/policy/file000002.html）を選択

し、「告示・通達データベースシステム」をクリック。 
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②同システムについての【ご利用にあたっての注意事項】を示すページが表示されるので、右上

のメニューボタンから「告示・通達検索」を選択する。 

 
③検索キーワード入力画面が表示されるので、「件名および本文キーワード」に「公開緑地事業

費補助金の取扱いについて」を入力し、「告示・通達の種別」の「通達」を選択し、検索実行 を

クリック。 

 

④検索結果に該当の通知が 1 件ヒットするので、通知名「公開緑地事業費補助金の取扱いについ

て」をクリック。 

 

http://wwwkt.mlit.go.jp/

notice/index.html 

http://wwwkt.mlit.go.jp/

notice/dispAction.do 

http://wwwkt.mlit.go.jp/

notice/searchAction.do 
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⑤当該通知全文が表示される。 

 

 

＜判例編＞ 

1 「刑集」の正式タイトルを確認する 

■リサーチ・ナビで次のページを表示させて確認する例 

「専門室のページ＞議会官庁資料室［政治・法律・行政］＞日本-判例資料＞判例集一覧（当館

所蔵）＞大審院・最高裁判所判例集」（http://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/Japan-hanrei-sup.php） 

⇒判決年月に応じて、『大審院刑事判例集』（大正 11 年 1 月～昭和 22 年 3 月）および『最高裁判

所刑事判例集』（昭和 22 年 11 月～）の 2 種がある。 

 

 

2 「昭和 16 年 4 月 2 日 刑集第 20 巻 7 号 211 頁」を表示させる 

■1 で表示したリサーチ・ナビのページ「大審院・最高裁判所判例集」から、リンク先（国立国

会図書館デジタルコレクション）のデジタル化資料で確認する例 

このページをスクロールすると 

「大審院（公的刊行物）（刑事）」と 

「最高裁」の項目それぞれに 

「刑集」が含まれている。 

http://wwwkt.mlit.go.jp/

notice/detailsAction.do 
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判決日の情報から、1 で確認した「刑集」の正式タイトルのうち、『大審院刑事判例集』のほ

うであることがわかる。かつ、デジタル化資料で閲覧可能な巻であることもわかるので、このデ

ジタル化資料を表示させる。 

 
 

 

 

 

＊第 1,5-22 巻 の下線部をクリック 

→国立国会図書館デジタルコレクション内

の当該資料へリンク 

大審院刑事判例集．第 20 巻をクリック 

 

136 コマ目に該当頁（p.221.）の掲載判例「衆議院議員

選挙法違反被告事件（昭和 15 年（れ）第 1379 号 同

16 年 4 月 2 日第三刑事部判決）」が表示される。 

（URL：http://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1453553/136） 
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3 都市計画法第 12 条の 4（地区計画等）に関する判例を表示させる 

■D1-Law.com「判例体系」（第一法規）を使用する例 

①トップページから「判例体系」メニューを選択 

 

 

②フリーワード検索画面で「参照法令」に「都市計画法 12 条の 4」を入力 

⇒右側に該当の判例が 9 件表示される。 

 
 

※例題のように、参照法令名、条数ともに判明している場合には、このように指定して探すこと

ができる。参照法令名のみや、参照法令の条文を表示させてから条数を特定することも可能。 

 

■裁判所 HP「裁判例情報」（http://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/search1）を使用する例（参考※） 

最高裁判所判例集のタブを選択し、「参照法条」として「都市計画法」、「全文」の検索窓に「地

区計画」と入力して検索 

⇒最高裁判例に限られるが、該当の判例が 2 件表示される。 

各判例をクリックすると本

文・要旨・解説等の詳細を見

られる。 
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※裁判所 HP「裁判例情報」では、最高裁判所判例集についてのみ、「参照法条」の検索窓が設けられてい

るが、条数まで入力するとうまく検索できないようである。ただし、条数まで入力せずに参照法令名のみ

とし、全文の検索窓に、参照法条に対応する事項を併せて入力すると、本例題のようにヒットするものも

ある。以上は、参考情報として掲載した。 

参照法条に「都市計画法」 

全文に「地区計画」と入力して 

検索する。 

最高裁判所判例集の

タブを選択 

右側の「全文」からは判例全文（PDF）、 

左側の「最高裁判所」からは、引用情報、

要旨、参照法条、全文 PDF へのリンク

等がある。 
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